
 
政党交付金の交付を受ける政党の組織及び管理運営の透明性及び公正性の向上を 

図るための制度の導入に関する法律案（政党ガバナンス強化法案） 概要 
  

１.趣旨（第１条）  

政党の政治活動の公明と公正の確保のため、組織・管理運営の透明性・公正性の向上が求められる 
→ 政党交付金の交付を受ける場合は、特に求められる 

＊政党交付金は、国政政党の機能の重要性に鑑み税金等により交付 
政党交付金の交付を受ける政党の組織及び管理運営の透明性及び公正性の向上を図るために必要

な制度の導入を早期に行うため、その基本事項を定める 
 

２.基本理念・制度の導入等（第２条・第３条）  

①主要な組織、意思決定の手続等を国民に明らかにするとともに、監査体制を強化する等により、政党
自らその政治活動の公明と公正の確保を図ることを推進することを基本 

②政党の政治活動の自由に配慮、政党の活動や組織の特性・事務負担に留意 
これらの理念にのっとり、３.の基本方針に基づき、制度を導入・法制上の措置等を実施 
法制上の措置（3.Ⅰ～Ⅲ）： 3.Ⅲの検討状況を踏まえつつできる限り速やかに実施 

 

３.基本方針 ※ Ⅰ～Ⅲに必要な措置については、別に法律で定める（第４条） 
Ⅰ 主要な組織、意思決定の手続等の公表等（第５条～第８条・第 10 条～第 12 条） 
(1)党則等の公表を義務付け（変更した場合には速やかに公表）  
【党則等に定める事項（義務付け）】 

最高議決機関（党大会など）[党則等の変更等を担う] 名称、権限、構成、議決手続など 
代表権を有する者 選任方法（民主的かつ公正なもの）、権限など 
重要事務の執行権限を有する機関 

     [党の判断で設置する場合] 
名称、権限、選任方法など 

政策の基本方針などの党の重要な意思決定をする議
決機関         [党の判断で設置する場合] 

名称、権限、構成、議決手続など 

内部監査[→Ⅱ(1)]を行う機関  名称、権限、兼任できない機関の範囲など 
外部監査[→Ⅱ(2)] 監査を行う者の権限など 

＊支部を対象とする場合にはその旨も明記 
党員 党員となるための手続、権利、遵守事項など   

【党則等に定める事項（努力義務）】 
①政策の決定・重要な政治活動に関する意思決定手続、②所属候補者・支援候補者の選定の手続、 
③党則等違反・内部規律違反の処分の手続、④予算及び決算に関する事項  

(2)支部に関する情報等の公表を義務付け 

本部に対し、支部に関する次の情報等の整理、定期的な公表を義務付け（国民に分かりやすく整理・公表） 
①支部の数、名称、②公表されている政治資金収支報告書 など 

Ⅱ 監査体制の強化等（第８条・第９条） 
(1)内部監査を義務付け：①会計の状況、②管理

運営の法令・党則等その他の規則への適合性 
＊本部と支部について異なる監査機関とすることも可  

(2)外部監査を義務付け：会計の状況 
＊弁護士・公認会計士・税理士・監査法人等が実施 
＊支部を外部監査の対象とするかは、各政党で判断  

 
(3)内部統制システムの整備の努力義務（規模、機関の設置の状況等に応じ） 

＊整備する場合には、その運用状況等を内部監査の対象とすることを義務付け 
Ⅲ Ⅰ・Ⅱの義務の実効性の確保（第 13 条）    ※ 具体的な内容は、政治資金監視委員会で検討 
○義務の実効性の確保については、是正を求める措置が行われ、 

なお改善がされないときは政党交付金の交付停止、減額などで対処 
○上記の措置について、政治資金監視委員会が関与    など 

Ⅳ その他の措置に関する検討 
(1)管理運営が適正を欠く場合の措置（第 14 条） 

管理運営が適正を欠く場合の政党交付金の交
付停止、減額などの在り方について、検討し(政治
資金監視委員会)、その結果に基づき必要な措置 

(2)企業会計原則による会計処理等（第 15 条） 
原則として企業会計原則による会計処理・財務

諸表の公表の義務付けにつき、速やかに検討、必
要と認められるときは、所要の措置 
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